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R・-B・シ ュ ミ ッ トの 成 果 概 念
海 道 ノブチカ
1.序
シュミットは,企 業が用具 としての機能をもつ とい う命題をもちい,企 業
の目標が,ど のように形成され るかを説明しようとす る。 ところで,か れは
企業を用具として使 う利害集団として,自 己資本出資者,企 業管理者,従 業
員,他 人資本出資者,顧 客 供給者,競 争相手,労 働組合,雇 主団体,政
党,地 方 自治体,公 的機関などをあげている。
しか し,これ らの利害関係者のすべてが,企 業の 目標を形成できるわけで
はない。 企業の目標を 形成できるのは,企 業の担い手にかぎられる。 そこ
で,シ ュミッ トは,企 業政策の決定をおこな うことが,企 業の担い手のメル
クマールであると主張する。そ して,企 業の担い手 として,具 体的に自己資
本出資者 と企業管理者 と従業員とがあげ られている。
この用具的な命題をもちいて企業の担い手の利害 と企業 目標 との関係が明
らかにされる。そ こでは,担 い手にな りうる自己資本出資者 と企業管理者 と
従業鼻のもつ個人的なメタ経済的 目標(名 声や権力など)が,個 人の経済的
ゆ な
な 目標(所 得 な ど)に 反映 し,こ の個人 の経済的 な 目標 に もとついて企業 め
目標(成 果 目標,生 産 目標,流 動性 目標)が 形成 され ることにな る。 ところ
で,成 果 目標 においては,自 己 資本 出資者 と企業管理者 と従業員が,と もに
企業 の担 い手であ る場合には3者 の所得 は,'すべ て企業 の成果 〈Erfolg>と
してあつかわれ てい る。 この点に シ ュミッ トの成果概念 の特徴の1つ がみ ら
れ るとともに,わ れわれが,こ こで論究すべ き問題 があ る。そ こで,シ ュ ミ
ッ トの成果概念の特 徴 と問題点 とを,シ ェ ミッ トの成果概念 と類似す る レー
マソの価 値創造 の概 念や ニ ック リッシ ュの成果概念 と比較 しなが ら明 らかに
i
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しよ う。
2.シ ュ ミ ッ トの 成 果 概 念
a)成 果概念。 シ ュ ミッ トの成果概 念の特色は,成 果 の範 囲が,企 業の担
くり
い手の範囲に応 じて変化す る点にある。かれは,コ ジオールにな らい成果を
利潤や損失にたいす る上位概念としてとらえている。そこで,費 用をさしひ
いた剰余である成果 と費用 とをどこで区分するのか という問題が生 じる。図
を参照 しなが らシュミッ トの成果概念を説明す ることにす る。 この図におい
ては,縦 の欄に最も重要な企業の担い手であると考え られている自己資本出
資者 と企業管理者 と従業員の所得 目標が しめされている。また横の欄におい
ては,そ れ らの企業の担い手の所得が,企 業において留保されるか,ま たは
企業の成果概念と所得の形態
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分配 され るかが 区分 され てい る。
経営経済学の理論 や実践 においては,主 として 自己資本出資者 を中心 と し
た成果概念が もちい られ る。 これ には,収 支 的な成果 と計算的な成果 とがあ
る。 この図では,第1列 と第2列 をあわせた ものが,収 支的な成果 であ る。
シ ュ ミッ トは,こ れを成果概念2と よんでい る。計算的な成果 は,第1列 に
,しめ され てお り,同 様 に これe2!,成果概 念1と よばれ る。e,のよ うな成果概
く　　
念1や 成果概念2に はつぎのような共通点がある。すなわち,
(i)両 成果概念においでは,自 己資本出資者のみが企業の担い手である
と考え られている。
(ii)また両成果概念においては,企 業管理者や従業員の所得は費用であ
り,成果の一部分であるとは考え られていない。
(iii)第1列の超過利潤は,つ ねに成果の構成要素とみなされている。
(iv)利潤は,企 業の立場 より分配された り,留保 された りす る。
ところで,つ ぎの点に,シ ュミッ トの成果概念の特色がみ られる。すなわ
ち,企 業管理者や従業員も企業の担い手となる場合には,企 業管理者や従業
員の所得 も成果概念にふ くまれる点である。 このように第1列 より第6列 ま
でのすべての所得 をふくむ成果は,成 果概念6と よばれる。 したがって,こ
の成果概念においては,企 業管理者や従業員の所得は,費 用ではないとい う
ことになる。 この点については,結 でふれ ることにする。 また従業員をのぞ
いて,自 己資本出資者 と企業管理者が,企 業の担い手となる場合には,成 果
概念4が もちい られ る。 この成果概 念4に は,図 の舞1列 よ り第4列 までの
所 得 が ふ く まれ る。 シ ュ ミ ッ トは,さ らに 企 業 の 担 い 手 の 範 囲 を ひ ろ げ る こ
と もで き る と い う。 た と え ば,債 権 者 で あ る他 人 資 本 出 資 者 も企 業 の 担 い 手
と な る場 合 に は,他 人 資 本 利 子 も成 果 の な か に は い る こ とに な る。 こ の よ う
な 成 果 概 念 の 拡 大 は,す で に,ハ イ ネ ン の 見 解 の な か に み られ る。 ハ イ ネ ン
(2)Schmidt,R-B.:WirtschaftslehredθrUnternehmuag,Grundlagθn,ES七uttgart
l969・S.115f.,吉田和夫 監修,海 道 ノブチカ訳,『 企業経 済学 』,第1巻 基礎
編 千倉書房,1974年,150ペー ジ.
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は,計 算的な成果に自己資本利子 と他人資本利子をくわえたものを,資 本利
、(3)
潤 とよんでいる。 また,ザ イシャープの見解のなかにも利子を成果にふ くむ
(4)
考 え方がみ られ る し,レ ーマンの 五翻 吻8鼎 θ5ε観8aurchWePttschδPfungS-
rechnungやニ ック リッシ ュのWirtschaftlicheBetriebslehreにも利子を 成果'
にふ くむ考 え方 がみ られ る。利子の性格 につ いては結でふれ るこ とにす る。
以上が,シ ュ ミッ トの成果概 念であ るが,こ の成果概 念にも とついて,か れ
は,成 果 目標 を成果形成 目標 と成果使用 目標 とにわけ る。
b)成 果 形成 目標。一般に成果 といわれ るのは,先 の表 に しめ された成果
概念1か 成果概 念2の ことであ る。 この成果 は,収 益 と費用 との関係で しめ
(5)
され,極 大 利 潤 とか 資 本 収 益 率 とい う形 で あ らわ れ る。
と こ ろ で,つ ぎ の 点 に,シ ュ ミ ッ トの成 果 形 成 目標 の 特 色 が み られ る。 す
な わ ち,か れ に よ る と,も し成 果 の 範 囲 が,成 果 概 念6に まで ひ ろ げ られ る
な らば,自 己 資 本 出 資 者,企 業 管 理 者,従 業 員 とい う3つ の 企 業 の 担 い 手 の
所 得 へ の 願 望 を す ぺ て み た す よ うな 成 果 形 成 目標 が 設 定 され る こ とに な る。
さ らに,か れ に よ る と,こ の3つ の 集 団 以 外 に も企 業 の 担 い 手 と して の 職 能
が あ る な らば,同 様 に す べ て の 集 団 の 願 望 を み た す よ うな 成 果 形 成 目標 が 設
定 さ れ る こ と に な る 。 た とえ ば,す で に の べ た よ うに 他 人 資 本 出 資 者 が,企
業 の 担 い 手 と な る場 合 に は,資 本 利 潤 と い う成 果 概 念 が もち い られ る。
と こ ろ で 他 の 集 団,た とえ ば 顧 客 や,供 給 者 や,地 方 自 治 体 が,企 業 の 担
い 手 と な った 場 合 に,ど の よ うな 成 果 概 念 が もち い られ るか に つ い て は,シ
ュ ミ ッ トは,な に もふ れ て い な い 。 こ の 点 に つ い て は,結 で 検 討 す る こ と に
して,つ ぎ に 成 果 使 用 目標 に つ い て み る こ と に す る。
c)成 果 使 用 目標 。 シ ュ ミ ッ トは,成 果 概 念1と 成 果 概 念2と が も ち い ら
(3)Heinen,E.:EinfdihrungindieBetriebswdetschaftslehre,Wiesbaden1968,
S.110,溝ロー雄監訳,谷 武 幸,中 善 弘訳,『経 営経済学 入門』,千 倉書房,1973
年,123ページ,Heinen,E.:DasZielsystemderUnternehmung,Wiesbaden
1966,S.62,Schnettler,A,:Betriebsanal・se,Stuttgart1958,S.406.
(4)Seischab,H.:"DasDemontagedesGewinnsdurchunzultissigeAuswei-
tungdesKostenbegriff"p-f.B.1952,S.19ffイ,S,27.
(5)Kosio1,E.:EinftihrungindieBetriebsωirtschaftslehre,a.a.0.,S.262ff.
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(6)
れた場合の成果使用 目標 として,利 潤の分配 と利潤の留保をあげている。 と
ころで,成 果形成 目標 と同様に,つ ぎの点にシュミッ トの牒果使用 目標の特
色がみ られる。すなわち,成 果使用 目標においても,成 果が,成 果概念6に
まで拡大 され るときには,企 業管理者や,従 業員の利潤に もとつ く所得だけ
ではなく,契約に もとつ く所得 も成果 として使用されることになる。その場
合,明 らかに 自己資本出資者 と,企 業管理者 と,従業員 とのあいだで,ど の
ように成果を分配す るのかについて衝突が生 じる。 しか し,シ ュミッ トは,
自己資本出資者や企業管理者や従業員が,い ずれも優先権を当然もっている
わけではないとのべ,具 体的な分配問題については,ま った く論及 していな
(7)
い。 この点につい て も結で ふれ ることにす る。
ところで,シ ェ ミッ トの成果概 念6は,ジ ーマンの価値創造 の概念に近 い
(8)
ものであ る。 また,ニ ック リッシ ュが,規 範的な形 であ るが,成 果概念 を こ
の ように従業 員の所得に まで拡大す ることを となえた。そ こでつ ぎに シ ュミ
ッ トの成果概念 を レーマンの価値 創造 の概念や,ニ ック リッシ ュの成果概念
と比較 す ることにす る。
3.tレ ー マ ソ の 価 値 創 造 の 概 念
レーマンは,国 民経済の全所得にたいす る個別経済の貢献分を価値創造 と
　の
い う概 念に よって しめ してい る。 ところで,こ の価値 の創造 は,財 貨所得 と
(6)Schmidt,R.-B.:ヱ)ieGeωinnverzvenauagdePtUntemehmung,Berlin1963,
S.49ff.
(7>Schmidt,R.-B,:VairtschaftslehredBrUnternehmung,a.a,0.,S.120,前掲
書,155ペ ー ジ.
(8)Lehmann,M,R。:Leistun8smessun8durch昭ertschb'Pfzangsrechnung,Essen
1954,S.10,木村 和 三 郎 監 修,山 上 達 人 訳,『 レー マ ン生 産 性 測 定 と 創 造 価 値 計
算 』,1961年,2ペ ー ジ.
(g)Lehmann,M.R.:LeistungsmessungdurchWertsehbPfun8srechnang,a、a.O.{
S.11,前掲 書,4ペ ー ジ,レ ー マ ンの価 値 創 造 の 概 念 は,す で に1937年のr計 画
的 計 算 論 』の な か に み られ る 。 当 時 は,フ ァシ ズ ム経 済 の時 代 で あ った た め,レ ー
マ ソは ,そ の著 書 に お い て,国 家 社 会 主 義 的 経 済政 策 の観 点 を 主 張 して い る.す
な わ ち,民 族 共 同 体 の理 念 が 前 面 に お か れ,利 潤 追 求 で は な く,欲 求充 足 が 重 視
され て い る.し た が って 利 潤 概 念 に重 点 が お か れ る ので は な く,経 営 共 同 体 に お
け る価 値 創 造 の概 念 に 重 点 が お か れ る.Lehmann,M.R.:Planvolles.Rechnen
伽BetriebundGrmpPe,Berhn1937,S.lff.,降旗 武 彦,「 経 営 経 済 学 に 於 け る
経 済 性 概 念 につ い て」,『経 済 論 叢 』65-4/5,1950年,104ペー ジ.
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い う側面と貨幣所得 とい う側面をもっている6貨 幣所得 としての価値の創造
は,価 値量で しめされるし,財貨所得は,物 量値 または,価 値で評価 された
物財数量で しめされる。そ して,レ ーマンは価値創造一産出財貨所得一産出
貨幣所得≧考えてい葛ご)
産 出財貨所得 か らみれば,価 値 の創造は,'総収益 と前給付原価の差額 と し
て しめ され る。、す なわち,産 出財貨所得 一総収益 一前給付原価 どなる。
ところで,価 値 の創造 を貨幣所得面につ いてみ ると,レ ーマンは,価 値 の
創造 を経営の直接的活動者で あ る種 々の社 会関係者 〈Sozialpartner>に役 に
たつ ものであ る と考 えてい る。 ここで社会 関係者 とは,a)最 広義 の経営従
業員(独 立企業家 また は,資 本会社 の主導的役 員をふ くむ),b)最 広義 の
国家,c)出 資者 の ことであ る。 したが って,産 出貨幣所 得 としての価値 の
創造 は,貨 幣所得者 として関与 した社会関係者にた い して収益 としての性格
を もつ。 この場合,こ の価値 の創造 は,つ ぎの3つ の部分 よ りな る。す なわ
ち,a)労 働 収益(従 業 員の分配分,主 な もの,賃 金,給 料),b)公 共収
益(全 体 の分配分,と くに税 金),c)資 本収益(出 資者に属す る部分)。そ
こで,価 値 の創造 を貨幣所得 面についてみ ると,つ ぎの等 式がな りたつ。す
なわ ち,
産 出貨幣所得 富労働収益+公 共収益+資 本収益
ところで,レ ーマンほ,価 値 創造 計算をお 二な うために,計 算項 目を総収
益 と前給 付原価 と価値 の創造 とに区別 してい る。原価計算の 目的か ら原価が
区分 され る場合 に,次 の7つ の原価種 類グル ープが区別 され る。す なわ ち,
1)材 料 費,2)労 務費,3)減 価償却費,4)利 子費,5)外 部用役費,
6)共 同体 費,7)危 険費の7つ であ る。
ここで,レ ーマ ンは,前 給付原価 に 属す るもの と して,1)材 料 費,3)
減価償却 費,5)外 部用役費,7)危 険費 をあげ,ま た,価 値創造 の項 目に
属す るもの と して,2)労 務 費,6)共 同体 費,4)利 子 費をあげ てい る。
⑩Lehmann,M,R.:Leistun8smessun8durchWertschδゑf ngsr ohnung,a.a.O.,
S.12f.,前掲誹,5ページ.
/
t
lR .・B.シ ュ ミ ッ トの 成 果 概 念 ・19
●
そのさい,価 値創造項 目に属する3つ の項 目は,原 価や費用の性格 をもつ も
のではな く,収益の牲格をもつものであると考え られている。 この場合,レ
ーマソの価値創造計算においては,計算利子(利 子費)は,少 なくとも原則
としては,経 営の稼得 した資本収益のなかにはいると考え られている。 した
がって,価 値創造計算においては,経 営資本収益は,外 部の出資者のための
'資本収益分(外 部資本利子)と 自己資本に帰属する割当分(残 額)と よりな
(11)
る。
ここで,レ ーマンの価値 創造 の概念 とシ ェ ミッ トの成果概念 とを比較す る
とブ ぎの よ うにな る。 まず第1に,〆 レーマン とシ=ミ ッ トは,と もに資本所
得 と労働者の賃金 とが,成 果,ま たは,価 値創造 の一 部分であ ると考 えてい
る。 また経営者 の賃金 も,成 果,ま たは,価 値 の創造 としてありか われ てい
る。
レーマン とシ ュ ミッ トの相異点についてみ ると,レ ーマンにおいては,利
子や税金が,価 値 の創造 のなかにふ くまれてい るが,シ ュ ミ磐 トの成果概念
6に おいては,利 子は,費 用 としてあつか われ てい る6シ ュ ミヅ トにおいて
は,他 人資本出資者が,企 業の担 い手 とな り,資 本利潤の概念が もちい られ
る場合にのみ,他 人資本利子が,成 果概 念のなか にふ くまれ る ことにな る。
最後に分配 とい う面 につ いてみ る と,レ ーマソは,分 配につ いては論 じてい
く　 　
ない。 これは,価 値 の創造 とい う概 念が,生 産性 のみ を測定す るため の尺度
であ るか らであ る。 またシ ェ ミッ トの場 合に も分配については,す で にのべ
た よ うに第1巻 に おいては論 じ られていない。労働者 の賃金や利 子の性格に
つい ては結でふれ ることにす る。
/
4.ニ ッ ク リ ッシ ュの 成 果 概 念
す で に ニ ッ ク リ ッ シrは,規 範 的 な か た ち で は あ る が,成 果 概 念 を シ ュ ミ
ッ トの よ う に 従 業 員 の 所 得 に ま で 拡 大 す る こ と を と な え た 。 そ こ で,両 者 の
⑪Lehmann,M.R.:ebenda,S,16f.,前掲 書,10ペ ー ジ.
⑫ 市 原季 一",『ドイ ツ経 営 学 』,森 山 書 店,1954年,162ペ ー ジ.
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成果概念 を昆較す る ことにす る。 ところで,ニ ック リッシ ュの経営成果 を式
く　　ラ
にあ らわせば,つ ぎの ようになる。
経営成果=経 営収益一(狭義の)費用 ①
(狭義の)費用罠経営収益一(給料+賃 金+そ の他の成果分配の総額)……②
ここで注意 しなければならないのは,つ ぎの点である。すなわち,② の式
において(狭義の)費用を算出するためには,「その他の成果分配の総額」 も
経営収益 よりさしひかれなければな らないとい う点である。つま り,その他
ユの
の 成 果 分 配 の 総 額 が 確 定 され な け れ ば,費 用 は 把 握 され な い こ とに な る。
と こ ろ が,こ の 点 に つ い て,WirtschaftlicheBetriebslehreにお け る ニ ッ ク
リ ッ シ ェ見 解 は,明 確 で な い 。 な ぜ な らば,ニ ッ ク リ ッシ ュは,一 方 に お い
く　の
て経営支出に含 まれる収益部分は,賃 金,給 料のみであると考えているし,
く　 　
また他方 にお いて,他 人資本利子 も成果 に属す るとのべ ているか らであ る。
ただ し,ニ レク リッシ ュは,の ちに この他人資本利子を成果 か ら除外 してい
(17)
る。
ところで,ニ ック リッシ ュは,買 入れた 原材料 や機械や 設備 の磨損部 分
は,費 用 と して生産物の価格か ら回収 され ると考 え る。 しか し,か れ は,経
レ
営を資本 と労働 との共同体 として と らえてい るので,あ とにの こる経営成果
くErtrag>が,資本 と経営者 と職員 と労働者 のそれぞれ の働 き<Leistung>1に
(18)
よって もた らされた ものであ ると考え る。 したが って,成 果は,そ れを もた
し
ら し た そ れ ぞ れ の 働 き に 応 じ て 分 配 さ れ る べ き で あ る と 主 張 す る 。
こ の よ う な ニ ッ ク リ ッ シ ュ の 成 果 分 配 の 考 え 方 の 背 後 に は,か れ 特 有 の
⑬ 市 原 季 一,rド イ ッ経 営 学 』,122ペ ー ジ.
⑭ 大 橋 昭 一,rド イ ソ経 営 共 同 体 論 史 』,中 央 経 済 社,1965年,189ペ ー ジ.
⑮Nicklisch,H.:WirtschaftlieheBetriebslehre,6.Aufl.,Stuttgart1922,S.1.
⑯Nicklisch・H・:ebenda・S.221・田 島 壮 幸,rド イ ツ 経 営 学 の 成 立 』,森 山 書 店,
1973年,ll4～115ペ ー ジ.ニ ッ ク リ ッ シ ュ の 成 果 の 範 囲 に つ い て は,Hax,K.:
DerGetvinnbegriff勿derBetriebsωirtschaftslehre,Leipzigl926,S.71,
⑰Nicklisch,H.:1)ieBetriebswirtschaft,Stuttgart1932,S.524ff.,Nicklisch,
H.:Gvandfragenju'rdieBetriebsωirtschaft,Stuttgart1928,S.33ff.,大橋 昭
一 ,『 ドィ ッ経 営 共 同 体 論 史 』,193ペ ー ジ.
⑱Nicklisch,H.:NeueDeutscheWirtseha7「tsfdihrun8,Stuttgart1933,S.25ff.,
Nicklisch,H.:DieBetriebswirtschaft,a.a.O.,S.527.
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「経済性 の概念」が あ る。 ここで,簡 単に経済性 の概 念につ いて説 明 してお
こう。 この経済性 とは,経 営経 済的 な生産過程において,ニ ック リッシ ュの
主張す る形成 の法則 〈GesetzderGestaltung>と維持 の法則 〈Gesetzder
(19)
Erhaltung>とが 支配 してい ることを意味す る。 この場合1形 成の法則 と維
持の法 則 とは,ニ ック リッシ ュの組織 論の根本法 則であ る自由法則 〈Gesetz
derFreiheit>より派生 した法則で あ る。 ところで,形 成法 則は!一 体化 お
よび肢体化 の法則 〈Ge吊etzderEinungundGliederung>ともよばれ てい
る。 この法則に よると,共 同体は,肢 体 を もつ統一体で なければ な らない。
そ の さい,一 体化 のみがあ ってはな らない し,肢 体化 のみがあ って もな らな
く　の
い。 この形成の法則は,経 営共同体においては,経 営の分業関係 となってあ
らわれ る。すなわち,経 営共同体は,資 本 と労働 とい う生産要素をもって結
合 した人間の結合体であ り,これ らの人間は,す べて経営活動を分担 し,同
く　り
時にそれ らの仕事が合一化されねばな らないことになる。 この経営の分業に
よって,分 業がない場合よりも大 きな経営給付が達成 され,経 営共同体が維
く　　ラ る
持 され る。つ ぎに,維 持 の法則 は,ベ ッケルの指摘 してい るよ うに,エ ネル
ギ 一ーに つ い て の 物理 学 上 の法 則 を 基 礎 と してお り,遣 の法則は,ロ ーベル
(23)
ト ・マ イ ヤ ー の エ ネ ル ギ ー 維 持 の 法 則 の 経 営 に た い す る類 推 で あ る 。 こ の 法
則 に よ る と,経 営 の エ ネ ル ギ ー は,経 営 の 給 付 と,そ の 対 価 で あ る経 営 の 成
果 が 一 致 す る な らば,不 変 の ま ま 維 持 され る。 した が っ て,こ の法 則 の も と
で は,成 果/費 用=・1と な り,無 駄 が あ る場 合 に は,こ の 分 数 の値 は,1よ
り も小 と な る。 こ の よ うな 維 持 の 法 則 に よ っ て 獲 得 さ れ た 成 果 は,つ ぎ に 分
配 さ れ る が,こ の 分 配 に も経 済 性 の 原 則 が 反 映 す る。 す な わ ち,成 果 は,各
人 が 経 営 給 付 に た い し て 貢 献 した 程 度 に 応 じて 分 配 され な け れ ば な らな い こ
とに な る。 と こ ろ で,こ の 経 済 性 の 概 念 に よ る と,企 業 者 は,か れ の 給 付 が
価 す る だ け 多 く の も の,す な わ ち,自 己 資 本 利 子,危 険 負 担 料,企 業 者 賃 金
⑲Nicklisch,H.:rVirtschaftlicheBetriebslehre,a.a。O.,S.81.
⑳Nicklisch,H.:1)erWegaufwdrts!Organisation,Stuttgartl920,S.78.
⑳ 高 田馨,『経営 共同体 の原理』,森山書店,1957年,184ペー ジ.
⑳ 高 田馨,前 掲書,185ページ,
㈱ 市 原季 一,『 ドイ ッ経営学 』,135ペー ジ.
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お よび利潤参加 分をえ る。 ここで,ニ ック リッシ ュは,資 本 の利用 にたい し
て成果 の分配のな され るのは,他 人資本 の利用にたい して利子が支払われ る
(24)
か らであると考える。 ところで,ニ ック リッシ ュによると,企業者が,給 付
に価す るより以上 の ものを受取れば,そ の ときには協働者が,そ の賃金の一
部を奪われ ることになるか,あ るいは消費者が,そ の所得の一部を奪われ る
ことになるか ら,そ のことは非経済的であ る。協働者 も自分の給付の価値に
したがって成果にあずか らなければな らない。 串り多いの もより少ないのも
非経済的である。なぜな らば,一 方の場合には,企 業者あるいは消費者の不
(25)
利益が あ り,他 方の場合には協働者 自身の損害が あるか らであ る。
以上みた ように,ニ ック リッシ ュ胃は,経 済的な収益 分配が,労 働給付に対
応す る収益分配であ り,し か もそ の ような収益 分配が お こなわれ るとき,利
潤 は発生 しない と解 してい る。 ところで,ニ ック リッシ ュは,成 果 をそれぞ
れ の働 きに応 じて分配すべ きであ ると主張 してい るが,具 体的 には,ど の よ
うに 考 てい るのであろ うか。 すでに のべた よ うに,ニ ック リヅシ ュに よる
と,自 己資本の利用にたい して支払 われ る大 きさは,少 くとも他人資本利子
く　の
に等 しい額である。労働にたいす る成果の分配,す なわち賃金には,い わゆ
る 「公正賃金」が主張され,か れは,「支払われた賃金」すなわち,前 払賃
金のみではなく,成果の一部である利潤か らさらに事後分配(利 潤分配)を
(27)
おこな うべきだ とい う。それによって賃金に経営成果の分配 という性質をあ
たえようとす る。 しか し,こ の成果の獲得 と分配を結ぶための労働給付の生
ぐ　 　
産 性 の 評 価 に は,困 難 が あ る こ と を ニ ッ ク リ ッ シ ュ は,認 め て い る 。
㈲Nicklisch,H.:DieBetriebswirtschaft,a,a.0.,S。540.,この 点 に つ い て の 批
判 は,古 林 喜 楽,r経 営 学 方 法 論 序 謀 』,三 和 書 房,1967年,54～55ペ ー ジ.古
林 喜 楽,r賃 銀 形 態 論 』,森 山 書 店,1953年,221～222ペ ー ジ 参 照.
㈲Nicklisch,H.:VViPttschaftlicheBetriebslehre,a.a.O.,S.S2,田島 壮 幸,『 ドイ
ツ経 営 学 の 成 立 』,121～122ペ ー ジ.
㈱Nicklisch,且 。:DieBetriebswirtschaft,a.a.0.,S.540.
27)Ni・kli・ch,H.:D・rW・g・uf・d・ts/Oigansation,・.・.O.,S.100,Ni・kli・ch,
1{.:DieBetriebsωirtsohaft,a.a.O.,S.280.
鰺 高 田 馨,r経 営 共 同 体 の 原 理 』,160ペ ー ジ,古 林 喜 楽,r経 営 労 務 論 』,東 洋 出 版
社,1936年,254ペ ー ジ 以 下,古 林 喜 楽,r賃 銀 形 態 』,207ペー ジ 以 下,Nicklisch,
H.:DieBetriebswirtsahaft,a.a.0.,S.267ff.
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すなわち,「公正な賃金」 とは,給 付に応 じた賃金のことであるが,こ の
給付に応 じた量を計数的に限定す ることには,か な りの困難がある。自己資
本の給付と労働の給付の正確な区分がまず困難であ り,さ らに労働の内部で
も各種の労働間の給付分の正確な区分が困難である。 ニックリッシ箔はゴ賃
金について,給 付の正 しい評価が非常に困難であることを認め,そ の原因を
賃金額の決定の時点,給 付のおこなわれ る時点,支 払のおこなわれる時点,
く　の
市場で価格 の成立す る時点がそれぞれ ことな る点に もとめ てい る。 したが っ
て,ニ ック リッシ ュにおいては,公 正 の計数的 な根 定 は,確 定 され ていな
(30)
い 。
以上みた よ うな性格を もつ ニ ック リ9ッシ ュの成果概 念 とシ ュ ミッ トの成果
概念6と は,非 常に,に か よった点があ る。 ニ ック リッシ ュのい う前払 い さ
れ牟賃金は,シ ュ ミッ トのい う従業員の契約 に もとつ く所得 と一致す る し,
また ニ ヅク リッシ ュのい う働 きに応 じてあ とで利潤 分配 され る部分 は,シ ュ
ミッ トのい う従業 員の利潤 に もとつ く所 得 と一致す る。
しか し,シ ュ ミヅ トは,ニ ック リッシ ュとは ことな り,つ ねに従業 員の所
得が企業 の成果 を構成す ると考えて いるわけで はない。 したが って,シ ュ ミ
ッ トに よると自己資本 出資者 のみが,企 業 の担 い手で ある場合には,収 支的
な成果 であ る成果概念2や,計 算的 な成果であ る成果 概念1が もちい られ る
　
ことにな る。その さい,従 業員や企業管理者 の所得は,費 用に算入 され る。
シ ュ ミッ トの場合には,自 己資本 出資者,企 業管理者,従 業 員 とい う3つ の
集 団が ともに企 業の担 い手 であ るときに のみ,成 果概 念6が もちい られ る。
5.結
以 上,シ ュ ミ ッ トの 成 果 概 念 を レ ー マ ン の 価 値 創 造 の 概 念 や ニ ッ ク リ ッ シ
ュの 成 果 概 念 と比 較 しな が らみ て き た 。 そ して,こ れ らの3者 の 概 念 規 定 に
共 通 す る問 題 点 は,企 業 管 理 者 や 従 業 員 の所 得 の 性 格 に つ い て の 考 え 方 に み
㈲Nicklisch,H.:ebenda,S.267,高田馨 前掲書,198ページ。
㈹ 高 田馨,前 掲書,198ページ,古 林喜楽,「経営学 に 於け る 経済性概 念につ い
て」,『内外 研究』,第3巻2号,12ペ ージ.
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られる。従業員の所得を企業の成果の一部分 としてとらえ る考え方の背後に,
は,出 資者だけを企業の担い手とみるのではなく,従 業員等 も企業の担い手
とみる思考がある。具体的には,ニ ック リッシュの成果概念とレーマンの価
値創造の概念の社会経済的な背景の1つ として,第1次 大戦後の経営協議会
く　 　
法(1920)をあげ るこ とがで きる し,シ ュミッ トの成果概念 の歴史的な背景
の1つ と して第2次 大戦 後の共 同決定法(1951)や経営組織法(1952)をあ
げ るこ とがで き る。
ところで,シ 箒 ミッ トの成果概 念においては,す でにのべた よ うに,従 業
員の所得や利子が,成 果 の一部 分 と してあつかわれ ることがあ る。 これは,
シ ュ ミッ トの成果概 念において,企 業の担 い手の範囲 と成果 の範囲 とが,'直
接,結 びつ け られ ているためであ る。'そして,シ}ミ ッ トの成果概 念の問題
点 もそ こにあ る。
シ ェミッ トは,企 業の担い手 の 範囲を 非常にひ ろ くとらえてい る。 これ
は,企 業 の担 い手の メル クマールが,目 療 設定 の決定 と目標 達成の決定 に有
効 に影響 をあたえ ることにあ ると考え られ てい るか らであ る。 この担 い手の
メル クマールにつ いては,こ こでは,直 接,論 じないが,こ の よ うに担 い手
の範 囲が広 くと らえ られてい るために,シ ュ ミッ トにおいては,現 実 には,
費用 と しての性格 を もつ もの も,場 合に よっては,成 果概 念にふ くまれ ると
1考え られ
てい る。 ところで,シ ュ ミッ トは,担 い手 の範 囲を 自己資本出資者
以外に も拡大す るのであ るが,か れは,具 体的には,す でにみた よ うに,担
い手の範 囲が企業管理者 と従業員に まで拡大 された場合 に,ど の よ うな形の
成果 が生 じて くるか についてのべ てい るにす ぎな い。そ の他 の担 い手につ い
て1ま,他人資本 出資者 の例 を しめすに とどまってい る。
そ こで,、担 い手 の範囲 と成果 の範囲 とが,直 接.結 びつけ られた場 合に ど
の よ うな問題が生 じるか を個 々の担 い手について検討す ることにす る。
まず賃金が,費 用 とみ られ ないで成果 とみ られ る場合 の問題点についてふ
3D降旗武彦,「経営経済学に於ける経済性概念について」,『経済論叢』,115ペー
ジ,Nicklisch,H.:DerWegaufoodrts!Organisation,a,a.O,,S.92.
'、
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れることにす る。従業員が,企 業の担い手 となる場合には,す でにのべた よ
うに成果概念6が もちい られ るし,ま た 企業管理者が 担い手 となる場合に
は,成 果概念4が もちい られ る。 ととろで,成 果概念4や 成果概念6が もち
いられる場合には,勤 労所得の一部分も,企 業において留保されることにな
る。つま り,その場合には,と くに企業の維持,し たがって,職 場の維持の
ために賃金の一部分が,保 留 された り,また事情に よっては,企 業の成果を
さらに保留す るために賃上げの一部分が削減 され ることに よって賃金が,ひ
(3～)
くくおさえ られた りすることになる。
この点にシ ュミッ トの成果概念の問題点の1つ がみ られる。従業員は,成
果の大きさに左右される賃金 よりも,む しろ確定的な費用 としての賃金に開
心をもつであろ う。 また,現 在では,従 業員り契約に もとつ く勤労所得は,
労働組合と雇主団体によって決定されるし,ま た企業管理者の契約にもとつ
く所得 も成果の確定す る前に,前 払いされ,支 出どしての性格をもつ。 した
がって,成 果 目標は,企 業においては,少 なくとも利潤 目標 としてあ らわれ
ざるをえないであろ う。 この点は,ニ ックリッシュの成果概念についてもあ
く　 　
ては まる。 ところで,シ ェミッ ト自身 も,現 在,賃 金は,費 用 とみ な され て
いるこ とを認 め,つ ぎの よ うに のべ ている。 「一般に,賃 金や,俸 給 は,企
業の成果 計算においては,費 用 としてあつかわれ ているので,あ き らか に費
く　 ラ
用 の補償 が,最 小限,必 要 な成果 形成 目標で あ るこ とが理解 され る」 と。す
でにのべ た よ うに,ニ ック 味ッシ ュも賃金 を成果 とみなす のであ るが,ラ イ
トナーは,ニ ック リッシ ュの主張す る賃金 の性格につい てつ ぎの よ うに批判
して いる'。す なわち,ニ ッ)リ ッシ ュは,賃 金,俸 給を経 営成果 の一部 と考.
えるが,も し経営 に成果 のな い とき,つ ま り欠 損の とき,ま たは,生 産 を休
止 した り資本 運用 がお こなわれな い とき,そ れ で も,賃 金,俸 給は経営成果
32Schmidt,R.-B.:WirtschaftslehreaerUnternehmung,a.a.0.,S.131,前掲
書,169ペ 一ージ,
B3大 橋 昭 一,『 ドイ ッ経 営 共 同 体 論 史 』,189ペ ー ジ.
働Schmidt,R.-B.:WirtsehaftslehrederUnternehmung,a,a.0.,S.131,前掲
書,169ペ ー ジ.'
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く　
の一部であ る といい うるのか と批判 している。欠 損の場合にで も,賃 金は,
費用 と しての性格 を もつ ものであ る。
ところで,つ ぎに シ ュミッ トに もど り成果概 念が,成 果4や 成果6に まで
拡大 された場合の分配につ いての問題 をみ よ う。企業管理者 と従業員 と自己
資本出資者が,企 業 の担 い手 とな る場 合には,あ き らかに分配面で衝突が生
じる。 しか し,シ ュ ミッ トは,す でにのべた よ うに,自 己資本出資者 や企業
管理者や従業員が,い ずれ も,優 先権 を当然 もってい るわけではない とのべ
く　 ラ
てい るにす ぎない。
む しろ,シ ュ ミッ トに おいては,担 い手 間の対立す る面 よ りも,結 合す る
面のほ うが,強 調 され ている。すなわ ち企業が苦境 におちい り,ま た利害 の
対立に よって,企 業が危機に直面す るよ うな場合には,と くに担 い手の結合
が,重 要 とな ると主張 され てい る。
ニ ック リッシ ェにおいては,分 配 の問題 をあつか うのに,給 付 に応 じた分
.配とい う経済性 の原則が,も ちい られ た。 しか し,ニ ック リッシ ュにおいて
も,給 付を どの よ うに測定す るのか とい う問題が残 る。 また レーマソは,す
でにのべた よ うに,分 配については,論 じていな い。 シ ュ ミッ トは,企 業経
済学 の第二巻 「目標達成編」において,第3巻 の 「成果分配編」で分配の問
題 を中心的に論 じる とのべ てい るが,第1巻 においては,基 礎編で あ るため
成果分配 につ いて十分に展開 され ていない。
つ ぎに他人資本出資者 が企業 の担 い手にふ くφ られた場 合につ いて論 じよ
う。利子は,本 質的 には,成 果(利 潤)の 一部分 としての性格 を もっている
が,現 実 には,費 用 と してあつかわれ てい る。す でにのべ た よ うに,シ ュ ミ
ッ トは,他 人資本 出資者 を企業の担 い手に くわえた場合 の成果概念 として,
ハイネソの主張す る資本利潤 を もちいる。 したが って,資 本利潤 とい う成果
概念は,利 子が本来は,成 果 の一部分であ るとい うことを しめす のに適 した
㈹Leitner,F。=M7iPttschaftslehrederUnternehmuag,Berlin1926・S.15・高 田
馨,『 経 営 共 同 体 の 原 理 』,225ペ ー ジ.
㈲Schmidt,R.-B,:WirtschaftslehrederUnternehmung,a.a.O.,S.120,前掲
書.155ペ ー ジ.
、,R.-B.シ ュ ミッ トの 成 果 概 念 27
概念である。そ こで,こ の場合には,利 子が本来,成 果 としての性格をもっ
ているので,他 人資本出資者を企業の担い手に加え,成 果の範囲 と担い手の
範囲とを結びつけても,従業員の場合ほ どには問題はないように思われる。
ところで,他 人資本出資者が,企 業の担い手とな りうるのは,企 業の重要
な決定への協力権が,信 用契約に定め られているか,短 期間に解約を告知で
きることにより実際に影響をあたえることができるか,預 託投票権にもとつ
いて監査役会に代表を送ることができる場合である。 この預託投票権を行使
す る場合には,他 人資本出資者は,自 己資本出資者の権利を自分の利害のた
めに行使 している。 したがって,担 い手 として他人資本出資者が企業にくわ
わ る場合にも,他 人資本出資者は 自分の 目標を実現す るために,自 己資本出
資者のかたちを とって企業に参加 していることになる。
以上みたように,企 業の担い手が,企 業管理者,従 業員,他 人資本出資者
、
に まで拡大された場合には,シ ュミッ トの主張す るように,担 い手の範囲と
企業成果の範囲とを単純に結びつけることによ り,成果概念がいろいろと形
成された。 ところが,担 い手の範囲が,さ らに顧客や競争者や供給者や地方
自治体や政党にまで拡大された場合には,成 果の範囲は,ど のようにとらえ
られ るの矯あろうか。
供給者が担い手 とな りうる例 として,シ ュミッ トは,つ ぎのような場合を
あげている。すなわち,供 給者が,あ る企業を取引の相手 とみ るだけではな
く,販 売政策の目標 と方策 とを実施す るための用具 として,そ の企業を使用
する場合である。そのさい一 とくに,こ の供給者が,市 場で独占的な立場
にあるときには一 この供給者である企業が,供 給先である企業の担い手職
能をえることがで きる。このことは,た とえば,い わゆる地方の契約代理店
の場合にみ られ る。つ まり,この場合は,製 造会社が,自 己の販売担当者や
組織担当者をとお して在庫の方法や管理の方法や販売の方法を徹底させるこ
くヨア　
と が で き る 。
ま た,顧 客 が 担 い 手 と な り う る 場 合 と し て 自 動 車 産 業 や,チ ェ ー ン ・ ト ゥ
㈱Schmidt,R-B.:e1)enda,S.82,前掲 書,105ペ ー ジ.
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レイ ドが,あ げ られ てい る。 この よ うな場合 には,大 顧客は,自 分たちの利
害を主張 し,売 手 の企業事象 を左右 しよ うとす る。そ して,多 くの場 合,大、
顧客は,売 手である企業にたいして,生 産計画,生 産の遂行,完 成期限,投
資 政策,在 庫政策についての要求をだす ことになる。
ところで,供 給者が,担 い手 となる場合や顧客が担い手 となる場合につい
て,シ ュミヅトは,こ れ らの供給者や顧客が,企 業の担い手 となった場合に
どのような成果概念が形成されるかについては,な に ものべていない。 これ
らの顧客や供給者が,な ぜ,自 分の戦略上,相 手の企業を用具 として使い,
自分の 目標を有効に実現することができるのであろ うか。製造会社が,販 売
会社に,ま た自動車企業が,そ の部品の下 うけ企業に出資 している場合に,・
製造会社や自動車企業は,担 い手職能をえることができる。 したがって,顧
客や供給者が,担 い手 とな りうるのは出資者 として活動することによって可
能 となる。
ざらに,雇 主団体や労働組合や政党や行政機関や公的機関については,シ
ュミッ ト自身 どのような場合に担い手職能をえるかについては,事 実の問題
であ り,と きと場合によって ことなるとのべているにす ぎない。
、
以上みた ように,シ ュミッ トの成果概念は,非 常に弾力的であ り,担い手
の範囲と成果の大きさとが,関 連づけ られている。 ところで,自 己資本出資
者や,企 業管理者や,従 業員や,他 人資本出資者が企業の担い手となる場合
には,そ れ らの担い手の所得(ま た利子)か らなる成果が1つ の成果の大 き
さとして存在す ることは,理 解で きるが,そ の他の担い手が加わってきた場
合には,'成果の大きさを説明で きな くなる。 また従業員の所得を成果に含む
成果概念を成果の1つ の大きさとして理解で きるとしても,現 実にそのよう
な成果の大きさが どの まうな意味をもつかには疑問が残る。すでにみた よう
に現実には,従 業員の所得は,費 用であ り担い手 と成果の大 きさを単純に結
びつけることには問題がある。
(1975.5,31)
